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１ パブリックコメント（意見募集）手続の実施概要 

  ビジョン案について、以下のとおりパブリックコメント（意見募集）手続を実施し、

圏域住民の皆様からのご意見を募集しました。 

 

 （1）意見募集期間 

令和６年（2024年）２月５日（月）～令和６年（2024年）３月５日（火） 

 （2）意見をいただいた方 

札幌市及び連携市町村（小樽市、岩見沢市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島

市、石狩市、当別町、新篠津村、南幌町及び長沼町をいう。以下同じ。）の区域内に

住所を有する方 

 （3）資料の配布、公表場所等 

  ・札幌市役所本庁舎 ２階 市政刊行物コーナー 

  ・札幌市役所本庁舎 ５階 まちづくり政策局政策企画部企画課（広域連携担当） 

  ・札幌市各区役所 総務企画課（広聴係） 

  ・札幌市各まちづくりセンター 

  ・ふれあいパンフレットコーナー（札幌市営地下鉄東西線大通駅コンコース内） 

  ・札幌市ホームページ 

  ・連携市町村の庁舎、ホームページ等 

 （4）意見受付方法 

  郵送、持参、ＦＡＸ、電子メール 
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２ 意見の内訳 

 （1）意見提出者数・意見数 

  ７人・68件 

 （2）年代別内訳 

  40代：１人 50 代：３人 60代：２人 不明：１人 

 （3）市町村別内訳 

  札幌市: ５人、小樽市：２人 

（4）提出方法別内訳 

  持参:１人、ＦＡＸ：１人、電子メール５人 

（5）質問内容の内訳 

分類 件数 

Ⅰ ビジョンの策定趣旨 １ 

Ⅱ 圏域の概要 14 

Ⅲ 圏域の中長期的な将来像 35 

Ⅳ 圏域と持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） ０ 

Ⅴ 計画の体系 ２ 

Ⅵ 連携協約に基づき推進する具体的取組 13 

Ⅶ 計画の推進体制 ０ 

その他 ３ 

総計 68 
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３ 意見に基づく当初案からの変更点 

  圏域住民の皆様からいただいたご意見をもとに、当初案から４項目を修正いたしまし

た。 

 

修正内容① 

修正箇所 Ｐ.５ Ⅱ圏域の概要 ３圏域の概況（１）地勢＜図表Ⅱ－２＞ 

修正後 圏域図に主要な道路標識を掲載 

 

修正の元となった意見 

意見の 

概要 

圏域図に道道 451号の道路標識が示されている意図が不明。 

札幌市の 

考え方 

道路網も圏域の概況を表す情報であるため、主要な道路標識を掲

載いたしました。 

 

 

修正内容② 

修正箇所 

 

Ｐ.12 Ⅱ圏域の概要 ３圏域の概況（３）人口  

Ｐ.14 ＜図表Ⅱ－６＞ 

修正後 （Ｐ.12） 

自然増減・社会増減の推移をみると、自然増減は、減少幅が年々

拡大し、2022年では約 18千人の減少となりました。 

（Ｐ.14） 

＜図表Ⅱ－６＞について、2022年のデータを追加 

 

修正の元となった意見 

意見の 

概要 

＜図表Ⅱ－６＞自然増減・社会増減の推移について、2021 年まで

のデータしか掲載していないので、最新のデータを掲載するべき。 

札幌市の 

考え方 

図表の出典である総務省の「住民基本台帳人口移動報告」は 2022

年度まで公表されておりますので、データの差し替えをいたしま

す。これに伴い、12ページの下から３行目の記載を修正いたしま

す。 
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修正内容③ 

修正箇所 Ｐ.75 Ⅵ連携協約に基づき推進する具体的取組 ３（１）g-34「脱

炭素に向けた取組の推進」 

修正後 （札幌市の役割分担の欄） 

水素モデル街区（大通東５丁目等）の整備 

 

修正の元となった意見 

意見の 

概要 

水素燃料 FCV 車は、エネルギー変換効率が低い。また、水素ステ

ーションについては、設置費用が高額であるとともに安全性に疑

問がある。 

水素サプライチェーンは、設置、運搬及び貯蔵・圧縮・冷却に CO2

を排出するので、「CO2フリー」というのは誤りである。 

水素ステーションが住宅密集地に設置され、水素運搬タンク車が

付近を走行するのは危険である。 

水素モデル街区の立地予定地を明記すべき。 

札幌市の 

考え方 

札幌市では、北海道の豊富な再生可能エネルギーの活用に向け、

貯蔵・運搬性に優れている水素エネルギーの利用促進が重要と考

えており、その普及にあたっては、国の支援等を十分に活用し、

取組を進めてまいります。 

水素は、天然ガスなどと同様に、可燃性ガスではあるものの、法

令に基づく基準に従うことで、他のエネルギーと同様に安全に使

用することが可能であると考えております。 

水素サプライチェーンの構築に係るライフサイクルコスト全体で

の二酸化炭素排出量の低減は重要であり、これらの製造業界全体

で取り組んでいるものと認識しております。 

なお、ご指摘を踏まえ、計画本文に水素モデル街区の立地予定地

を記載いたします。 
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修正内容④ 

修正箇所 （※別紙） 

修正後 本書に用語の解説を追加 

 

修正の元となった意見 

意見の 

概要 

略語やカタカナ語について、用語解説を付けるべき。 

札幌市の 

考え方 

本書に用語の解説を追加いたします。 
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４ 意見の概要とそれに対する札幌市の考え方 

  圏域住民の皆様からいただいたご意見の概要とそれに対する札幌市の考え方は以下の

とおりです。 

 

＜Ⅰ ビジョンの策定趣旨＞ 

該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.2 

2024年から 2029年の計画期間は短

過ぎる。５年先を見通した 2034 年

までの計画にすべき。 

総務省の定める「連携中枢都市圏構想推

進要綱」において、ビジョンには具体的

取組の内容を記載することとされてお

り、また、その取組期間はおおむね５年

間とすることが示されていることから、

ビジョンの策定期間も５年間としており

ます。 

 

 

＜Ⅱ 圏域の概要＞ 

該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.5 
圏域図に道道 451 号の道路標識が

示されている意図が不明。 

道路網も圏域の概況を表す情報であるた

め、主要な道路標識を掲載いたしました。 

P.12 

コミュニティの成立と地震でみら

れるような重障がい者の介護を誰

がどのようにするのか議論がなに

もされていない。 

民生委員や社会福祉協議会だけで

はやっていけない。ケースワーカー

や介護士も必要。看護師も必ず必

要。 

自然災害時の要配慮者の避難支援対策は、

本圏域の各市町村においても重要な課題

であると認識しております。 

各市町村において、地域と連携しながら取

組を進めてまいりたいと考えております。 

P.14 

＜図表Ⅱ－６＞自然増減・社会増減

の推移について、2021 年までのデ

ータしか掲載していないので、最新

のデータを掲載するべき。 

図表の出典である総務省の「住民基本台帳

人口移動報告」は 2022 年度まで公表され

ておりますので、データの差し替えをいた

します。これに伴い、12 ページの下から

３行目の記載を修正いたします。 

P.15 

重労働、きつい、汚い、危険といっ

た仕事は減ってきている。どうにか

して産業育成の道を開くべき。 

本ビジョンにおいて、「圏域の経済を支え

る産業を支援する」ことを重点施策の一つ

としており、必要な取組を進めてまいりた

いと考えております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.20 

政令指定都市には人は集まるが、小

さな町や村はそうはいかない。学生

たちに就業体験をさせたり、働く場

の提供をもっと促進すべき。 

圏域市町村の企業等における人手不足

等の課題に対応するため、「地元定着

等の促進」の取組で、圏域企業への就

職支援等を行ってまいります。 

P.21 

長沼や新篠津はまちの PR 品を農作

物体験で就労させるべき。長沼町の

ハイジ牧場のリゾートは必要ない。

JRの本数を増便すべき。 

圏域には農業を基幹産業とする自治体

も多く、農業振興に資する取組を進める

ことが圏域経済の活性化に有効と考え

ており、いただいたご意見は、今後の取

組の参考にさせていただきます。 

P.24 

介護認定者が増え、財政家計の負担

が重くのしかかっている。 

本圏域においても、少子高齢化が進み、

介護需要が高まっております。高齢者の

方も住みやすい圏域をつくるため、必要

な取組を進めてまいります。 

P.24 

救急車が必要かどうかの判断が市民

に徹底されていない。身近な防災訓

練の実施実習をやっていただきた

い。 

特に AED の使い方を白石区の防災セ

ンターで予約ではなくて誰でも受け

られるようにして欲しい。 

救急医療の適正利用については、「救急

安心センターさっぽろ」の活用を進めて

おります。 

防災訓練等に関するご意見につきまし

ては、今後の取組の参考とさせていただ

きます。 

なお、防災センターでは少人数であれば

予約なしで AEDの使い方などを解説映像

を見ながら体験することができます。

（10名以上の来館は、電話による事前予

約が必要です） 

P.25 

市外の他の大学ともっと交流して学

術交換、研究をもっとできないか期

待する。 

いただいたご意見は、今後の取組の参考

にさせていただきます。 

P.29 

病院を移る際に自立支援法は手間が

かかってやりずらい。精神科の制度

を簡略化し、精神科のハードルを下

げて欲しい。 

自立支援医療制度は、心身の障がいを除

去・軽減するための医療について、医療

費の自己負担額を軽減する公費負担医

療制度です。 

制度の適正運用のため必要な手続きが

定められておりますので、ご理解くださ

い。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.33 

障害者手帳１人と介助者１人は無料

となっているが、１人で介助は難し

いのでせめて３人にしていただきた

い。 

障がい者割引の適用条件は各施設で定

められております。 

いただいたご意見を参考に、誰もが快

適に公共施設等を利用できるよう、必

要な取組を検討してまいりたいと考え

ております。 

P.35 

温水プールの機械設備点検が長すぎ

るので短くして欲しい。 

また、中央区にプールが無く不便だ。 

安全に温水プールを利用していただく

ために機械設備点検整備を実施してお

りますので、ご理解ください。 

なお、中央区においては、現在、サンシ

ャインスポーツクラブにご協力いただ

き、一般開放の実施、中学生以下の利用

料金の無料化を行っております。 

P.37 

防衛省は何のためにも必要ない。 

厚労省のハローワークも障がい者に

とっては狭き門であり、仕事の斡旋

をして欲しい。対応職員が悪い。 

図表Ⅱ-36 は、高次都市機能の集積状況

を示すため、圏域内に所在する行政機関

を記載したものであり、本ビジョンにお

いては各省庁の役割等についての言及

はしておりません。 

P.39 

札沼線は存続して欲しい。 地域の公共交通機関の維持は、本圏域に

とっても重要な課題であると認識して

おり、本ビジョンにおいては具体的取組

として「地域公共交通の維持・向上に向

けた取組の推進」を進めることとしてお

ります。 
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＜Ⅲ 圏域の中長期的な将来像＞ 

該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.44 

「投資したくなる」、「選ばれる」

という設定について、核や産業廃棄

物の最終処分場として選ばれるな

ど望ましくないものもあるので、圏

域住民に不利益が生じない良い将

来像のみを指す用語に変更すべき。 

本ビジョン案においては、構成市町村が

それぞれの強みや特徴を活かしながら、

連携して取組を進めることで、住みたく

なる人が多くなる、投資したくなる会社

が増えていく、そういった「選ばれる」

圏域を目指すこととしております。 

圏域住民の生活の向上や圏域経済の活

性化のため、この将来像を実現し、ビジ

ョンに掲載している様々な取組を推進

してまいりたいと考えております。 

P.44 

圏域の目指す将来像について、「住

みたくなる」「投資したくなる」「選

ばれる」の３点が掲げられている

が、どのような取組を行うことによ

り実現するのか、具体的に示した方

がよい。 

本ビジョンにおいては、53の連携事業に

取組むこととしており、また、それぞれ

の取組に KPIを設定しております。 

これらの取組を推進し、「「住みたくな

る」「投資したくなる」、「選ばれる」

さっぽろ圏域」という中長期的な将来像

の実現を目指してまいります。 

P.44 

雪という資源の活用のため、脱炭素

の取組と結び付けて「雪冷房システ

ム」のような先進的な取組の検討・

研究・推進を揚げてはどうか。 

（類似意見１件） 

豊富な降雪量は圏域の人口規模や都市

機能を踏まえると世界でも希少な環境

であり、「雪」という資源の活用は重要

であると考えております。 

本市においては、モエレ沼公園のガラス

のピラミッド等における雪冷熱の利用

事例がありますが、いただいたご意見

は、今後取組を進める上で参考とさせて

いただきます。 

P.45 

SWOT 分析の弱み(Ｗ)については、

その要因分析と対策(改善)の可能

性について言及すべき。 

本ビジョンでは、SWOT 分析の手法によ

り、圏域として必要となる取組は何かを

検討し、６つの重点施策を設定しており

ます。 

この過程において、弱み（Ｗ）について

も要因の分析や克服のため必要な取組

を検討し、重点施策ごとにビジョンに掲

載いたしました。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.45 

製造業の生産拠点の国内回帰を機

会(Ｏ)として取り上げているが、北

海道あるいは本圏域については当

てはまらないと考える。 

本圏域は、水や土地などの豊富な資源を

有していることから次世代半導体企業

の千歳市進出や関連企業の圏域への進

出が期待されており、製造業の生産拠点

の国内回帰は機会（Ｏ）であると認識し

ております。 

P.45 

DX の推進を機会(Ｏ)として取り上

げているが、本圏域の行政及び民間

企業の ICT 導入による生産性の向

上は既に遅れているため、これを弱

み(Ｗ)とするべき。 

国において自治体を含め社会全体のデ

ジタル化を推進することとしており、本

圏域においてもこれを機会として、DX推

進に係る取組を進めてまいりたいと考

えております。 

P.46 

ラピダスは何のために必要なのか

説明が不十分。 

第１次産業、地元の特産品をやめて

工業用地にしたり地下水を使うの

は反対。 

高齢者も障がい者も子どもも共生

する社会が必要だ。 

千歳市への次世代半導体企業の進出に

より、関連企業の集積も期待できるとこ

ろであり、圏域における雇用の拡大や経

済の活性化に寄与するものと認識して

おります。 

ご指摘のとおり、高齢者も障がい者も子

ども含め圏域住民全体の生活利便性の

向上に向けて取組を進めてまいります。 

P.46 

ラピダス進出に関連した圏域での

連携した取り組みが見えてこない。

この機を捉えて企業や人を最大限

呼び込むために、ビジョンの中で将

来像を明確に描き、スピード感のあ

る施策を推進すべき。 

ラピダス社の進出は、関連産業や半

導体のユーザーとなる企業の進出

にも大きな影響を与えることを踏

まえ、企業誘致に積極的につなげる

ことを記載することが必要ではな

いか。 

（類似意見２件） 

次世代半導体メーカーの千歳市進出と、

それに伴う圏域への半導体関連産業の

集積やそれに関連する動向は、雇用の創

出や新たな投資の促進など、さっぽろ圏

にも幅広く影響があるものと認識して

おります。 

一方で、活用できる資源や課題など、各

市町村の状況はそれぞれ異なることか

ら、２期ビジョンにおける取組として

は、札幌市が中心となり、千歳市を含め

た 12 市町村で圏域の産業活性化等に向

けて人材育成をはじめとする取組につ

いて情報共有する場を設け、必要な施策

を検討することとしております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.46 

ラピダス社進出に伴い、今後、圏

域全体での上水道の融通について

も検討課題となるのではないか。 

千歳市への次世代半導体企業の進出によ

るさっぽろ圏への影響については、今後の

動きを注視し、必要な取組を検討してまい

ります。 

いただいたご意見は、今後の取組の参考と

させていただきます。 

P.47 

重点施策２について、食の付加価

値を高めて圏域外に販路拡大して

いくよりも、地産地消を重視し、

圏域住民が安心して食べられる低

価格とし、余剰分を圏域外に売り

出すべき。 

本圏域においては、農業を基幹産業とする

自治体も多く、圏域内での地産地消を促進

することが重要であると認識しておりま

す。 

本ビジョンにおいては、連携事業として

「圏域農産物の消費促進」の取組を進める

こととしておりますが、圏域農産物のブラ

ンド力向上など、圏域農産物のさらなる販

路の拡大に関する新たな取組も検討して

まいりたいと考えております。 

P.47 

重点施策２について、デジタル技

術はあくまで手段の一つであり、

その導入を目的とするのではな

く、人が管理し、人が考え、人が

生産する基本を構築すべき。 

また、デジタル難民が生じないよ

うな取り組みを設定するべき。 

（類似意見１件） 

本ビジョンにおいては、デジタル技術の導

入を目的とするのではなく、圏域内企業の

生産性向上や、住民に安定的なサービスを

提供するための手段として活用を検討す

べきであると考え、具体的取組として「先

端技術の活用に関する支援」や「自治体行

政のスマート化に関する検討」等を進める

こととしております。 

また、デジタル化を推進する上では、圏域

住民の間に情報格差等が生じないよう、配

慮してまいりたいと考えております。 

P.48 

重点施策３について、都市機能を

集積すると地方の人口減少・高齢

化がさらに進み、都市部で災害が

発生した場合の被害が大きくなる

ため、都市機能を分散しても高次

都市機能を実現できる環境を整え

るべき。 

今後、自治体の労働力や税収が減少するこ

とにより、公共施設や公共サービスを各自

治体がフルセットで行うことは難しくな

ることが懸念されおりますが、そのような

状況においても近隣市町村と連携を深め、

役割分担をすることにより、圏域全体にお

いて、質の高い住民サービスを提供してい

きたいと考えております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.48 

圏域における公共施設共同利用の

推進について、「障害者割引」が適

用される条件を「障害者手帳」の提

示のほか、「年金証書」も加えるべ

き。 

障がい者割引の適用条件は各施設が定め

ております。 

いただいたご意見は、今後、圏域で公共施

設の共同利用に関する検討を進める上で

参考とさせていただきます。 

P.48 

「…公共サービスを自治体ごとに

フルセットで行うことは困難にな

ります。」との記載が、本ビジョン

の原点であるので、行政サービスの

共通化、ICTの共通利用を促進する

DX 推進を本ビジョンの中心にすべ

き。 

ご指摘のとおり、DX の推進は重要な施策

の１つであると認識のもと、「重点施策４ 

持続可能な行政サービスを提供する」の実

現のため、連携事業として「自治体行政の

スマート化に関する検討」等を進めてまい

ります。 

P.49 

圏域全体の JR 駅周辺には、住宅を

増やす余地が残されているエリア

が多く存在しているため、公共交通

の維持できないエリアから移住を

促すような取組も検討できるので

はないか。 

本ビジョンにおいては、連携事業の「地域

公共交通の維持・向上に向けた取組の推

進」において、圏域全体や各市町村におけ

る課題の解決等に向けた取組を行うこと

としております。 

いただいたご意見は、今後の取組の参考と

させていただきます。 

P.51 

洋上風力発電装置の撤去費用は高

額であり、それを地元自治体に負

担させるべきではなく、事前に事

業者から撤去費用を預かっておく

仕組みが必要である。 

また、北海道から首都圏に送電し

た場合、送電ロスが大きく地産地

消の原則に反する。 

さらに、洋上風力発電から発生す

る低周波騒音により住民が引越を

余儀なくされる。 

（関連ページ：P.42類似意見１件） 

撤去費用については、再エネ海域利用法に

おける公募占用指針で、撤去費用の確保を

条件とするなど、風力発電所の運営事業者

において適切に負担されるものと認識し

ております。 

さっぽろ圏における再生可能エネルギー

は地産地消を前提としており道外への送

電は余剰電力が生じた場合を想定してお

ります。地域と共生する洋上風力発電の実

現に向けては、再エネ海域利用法に基づく

協議会において、事業者に配慮を求める事

項を取りまとめることに加え、環境影響評

価の手続きを通じて、確認していくことに

なっていると認識しております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.51 

洋上風力発電により、漁業や観光業

への影響が懸念される。 

また、船舶の航行レーダーにもゴー

スト等の障害が発生し、安全航行に

支障をきたす。 

さらに、低周波騒音により、引越を

余儀なくされる住民が増えるのでは

ないか。 

（関連ページ：P.42） 

洋上風力発電は、関連産業の集積によ

る経済活性化や地域における雇用の創

出といった波及効果が大いに期待され

るものです。 

洋上風力発電施設の建設・運用につい

ては、「電気事業法」及びその運用で

ある「洋上風力発電設備に関する技術

基準の統一的解説」に沿って、国にお

いて安全性に係る審査が行われること

となっております。 

地域と共生する洋上風力発電の実現に

向けては、再エネ海域利用法に基づく

協議会において、事業者に配慮を求め

る事項を取りまとめることに加え、環

境影響評価の手続きを通じて、確認し

ていくことになっていると認識してお

ります。 

P.51 

日本国内で洋上風車を建てる場合、

ヨーロッパのように海岸から 20～

30キロ離れても水深 20～30メート

ルとなる海域はほとんどなく、国内

における洋上風力発電のポテンシャ

ルに疑問がある。 

（関連ページ：P.42） 

国は、「洋上風力産業ビジョン（第１次）」

において、2040 年までの導入目標とし

て、全国で約 3,000万 kW～4,500万 kW、

北海道では 955 万 kW～1,465 万 kW を掲

げており、この実現により、関連産業の

集積による経済活性化や地域における

雇用の創出といった効果が期待されま

す。 

現在、再エネ海域利用法に基づき、国内

において、順次、促進区域や有望区域に

位置づけられるエリアが増えてきてお

り、洋上風力発電に係るポテンシャルは

十分にあるものと認識しております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.51 

大型の風力発電装置は故障しやす

く、維持費が年々増大することが懸

念される。 

また、中国製の風力発電装置の故障

しやすさも懸念される。 

洋上風力発電装置の撤去費用は高額

であり、自治体財政が破綻すること

になる。 

（関連ページ：P.42） 

洋上風力発電施設の建設・運用につい

ては、「電気事業法」及びその運用で

ある「洋上風力発電設備に関する技術

基準の統一的解説」に沿って、国にお

いて安全性に係る審査が行われること

となっております。 

撤去費用については、再エネ海域利用

法における公募占用指針で、撤去費用

の確保を条件とするなど、風力発電所

の運営事業者において適切に負担され

るものと認識しております。 

P.51 

津波によって、洋上風力発電装置が

凶器となる可能性があり、安全性に

疑問がある。 

（関連ページ：P.42） 

洋上風力発電施設の建設・運用につい

ては、「電気事業法」及びその運用で

ある「洋上風力発電設備に関する技術

基準の統一的解説」に沿って、国にお

いて安全性に係る審査が行われること

となっております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.51 

風力発電については、状況によっ

て、ディーゼル発電機で風車を回

さざるを得ないことがあるが、洋

上でチェックが難しいことに付け

込み、化石燃料で風車を稼働させ

る再エネ詐欺が懸念される。 

（関連ページ：P.42） 

洋上風力発電を始めとするＧＸの推進

は、デンマークなどを始めとする国内外

の事例なども踏まえ、札幌市における脱

炭素と経済成長の両立に寄与するものと

考えております。 

洋上風力発電施設の建設・運用について

は、「電気事業法」及びその運用である

「洋上風力発電設備に関する技術基準の

統一的解説」に沿って、国において安全

性に係る審査が行われることとなってお

り、具体的には、自重、積載荷重、風

圧、水圧、積雪、氷圧、変動波浪、稀に

発生する地震動、港湾施設の設計に用い

るレベル１地震動等の作用により損傷せ

ず、発電設備としての機能を満足するも

の、とされています。 

なお、洋上風力発電に関するご質問につ

いては、有望区域における地域協議会の

事務局である北海道庁に趣旨を伝え、脱

炭素に配慮した洋上風力の実現を図って

まいります。 

P.51 

超巨大プロペラ式の風力発電は、

自衛隊、気象庁及び丘珠空港のレ

ーダー探知等に悪影響を及ぼした

り、付近を航行する船舶の安全な

航行を阻害する可能性がある。航

空機等の飛行高度や飛行コースに

制約が生じる。 

（関連ページ：P.42、類似意見３

件） 

風力発電関係者に対しては、事業計画策

定の可能な限り早期の段階で防衛省への

事前相談をするよう、国において対応が

なされております。さらに、再エネ海域

利用法に基づく促進区域指定のプロセス

の中で、防衛省の意見を聞くこととされ

ているものと認識しております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.51 

洋上風力発電について、潤滑油の

油漏れによる海洋汚染が懸念され

る。 

風力発電による低周波騒音や太陽

光発電パネルからの反射熱を嫌っ

て熊が山から降りてくるなど生態

系への影響が懸念される。 

低周波騒音により様々な悪影響が

懸念される。 

（関連ページ：P.42、類似意見１

件） 

地域と共生する洋上風力発電の実現に

向けては、再エネ海域利用法に基づく

協議会において、事業者に配慮を求め

る事項を取りまとめることに加え、環

境影響評価の手続きを通じて、確認し

ていくことになっていると認識してお

ります。 

なお、太陽光発電設備の設置について

は、電気事業法及び発電用太陽電池設

備に関する技術基準を定める省令など

に沿って、保安水準の確保や公害の防

止等の措置がなされることとなってお

ります。 

P.51 

洋上風力発電について、巨額な再

エネ賦課金が海外に流出するとと

もに北海道内の雇用には結びつか

ない恐れがある。 

また、事業に携わる技術者が海外

から移住することによる治安の悪

化が懸念される。 

さらに、低周波騒音を嫌って熊が

山から降りてくるなど生態系への

影響が懸念される。 

（関連ページ：P.42） 

洋上風力発電は、関連産業の集積によ

る経済活性化や地域における雇用の創

出といった波及効果が大いに期待され

るものです。 

地域と共生する洋上風力発電の実現に

向けては、再エネ海域利用法に基づく

協議会において、事業者に配慮を求め

る事項を取りまとめることに加え、環

境影響評価の手続きを通じて、確認し

ていくことになっていると認識してお

ります。 

なお、太陽光発電設備の設置について

は、電気事業法及び発電用太陽電池設

備に関する技術基準を定める省令など

に沿って、保安水準の確保や公害の防

止等の措置がなされることとなってお

ります。 

 

 

 

 

 

 

 



- 18 - 

 

該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.51 

バイオマス発電事業について、木質

ペレット燃料に起因する火災の恐

れがあり、安全性に疑問がある。 

また、バイオマス発電事業で燃やさ

れる木質ペレット燃料は、間伐材で

はなく森林を伐採するようになり、

環境を破壊している。 

さらに、バイオマス発電事業は、石

炭発電よりも CO2の排出が多い。 

（関連ページ：P.42、類似意見１件） 

バイオマス発電は、バイオマスを燃やし

た際に発生する二酸化炭素と成長過程

で大気中から吸収する量が等しいため、

二酸化炭素を増加させないと考えられ

ており、脱炭素社会の実現に向け有効な

手法の一つであると認識しております。 

また、木質バイオマスの利用において

は、未利用材の活用など森林資源の保全

が担保される必要があるほか、木質ペレ

ット燃料の取り扱いについては、法令等

の基準に従い、適切に管理される必要が

あると考えております。 

 

 

＜Ⅳ 圏域と持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）＞  

 意見なし 

 

 

＜Ⅴ 計画の体系＞ 

該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.54 

障がい者政策が一つもない。私たち

も働きたい。障がい者の雇用なくし

て産業は成立しない。人手不足であ

るなら女性だけではなく障がい者

を採用すべき。 

厚労省のハローワークも障がい者

にとっては狭き門であり、仕事の斡

旋をして欲しい。対応職員が悪い。 

本ビジョンにおいては、「人手不足の解

消に向けた支援」に加え「地元定着の促

進」として幅広い対象に向けた説明会や

セミナー等の開催を実施しております。 

いただいたご意見は、今後の取組の参考

にさせていただきます。 

P.54 

観光を目玉産業として期待するの

ではなく、圏域の農産物・水産物の

生産強化や、それに付随する第２ 

次・第３次産業を育成すべき。 

（関連ページ：P.61～62） 

本ビジョン案においては、「販路拡大に

向けた支援」や「人手不足に向けた支援」

等、圏域内企業の支援に資する取組を行

うこととしており、圏域全体の経済成長

をけん引してまいりたいと考えておりま

す。 
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＜Ⅵ 連携協約に基づき推進する具体的取組＞ 

該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.57 

ラピダス進出以降、全国的に注目を

集めているこの圏域において、誘致

施策を活用した立地企業数の目標

が年 15 社というのは、少なすぎる

のではないでしょうか。 

立地企業数の目標 15 社は、札幌市の企業

立地補助金を活用した立地企業数として

設定しております。 

ご指摘のとおり、目標値を超えて誘致でき

るよう努めてまいります。 

P.57 

外国人創業者のみに無担保融資を

するのは、悪意ある創業者が融資制

度を悪用する恐れがある。 

（関連ページ：P.83） 

連携事業「創業の促進」では、創業志望者

向けの講座の開催のほか、行政とスタート

アップ企業が連携して社会課題に取り組

むプロジェクト等を行っており、創業者に

対する融資は本ビジョンの対象事業とし

ては実施しておりません。 

なお、札幌市の創業者向けの融資制度につ

いては、国籍を問わず、金融機関及び北海

道信用保証協会の審査により、必要に応じ

て担保を徴収したうえで、融資が実行され

ております。 

P.59 

サステナブル食品に含まれる代替

肉や昆虫食等の人体への悪影響が

懸念される。 

（類似意見２件） 

本事業における「サステナブル食品」は、

環境への負荷削減・食品資源の有効活用・

食の多様性への対応等、環境や社会、そし

て人間に対する負の影響を抑えられた食

品と定義しております。 

事業目的に則った安心・安全に配慮された

食品開発を支援してまいります。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.75 

水素燃料 FCV車は、エネルギー変換

効率が低い。また、水素ステーショ

ンについては、設置費用が高額であ

るとともに安全性に疑問がある。 

水素サプライチェーンは、設置、運

搬及び貯蔵・圧縮・冷却に CO2を排

出するので、「CO2フリー」という

のは誤りである。 

水素ステーションが住宅密集地に

設置され、水素運搬タンク車が付近

を走行するのは危険である。 

水素モデル街区の立地予定地を明

記すべき。 

（類似意見３件） 

札幌市では、北海道の豊富な再生可能エネ

ルギーの活用に向け、貯蔵・運搬性に優れ

ている水素エネルギーの利用促進が重要

と考えており、その普及にあたっては、国

の支援等を十分に活用し、取組を進めてま

いります。 

水素は、天然ガスなどと同様に、可燃性ガ

スではあるものの、法令に基づく基準に従

うことで、他のエネルギーと同様に安全に

使用することが可能であると考えており

ます。 

水素サプライチェーンの構築に係るライ

フサイクルコスト全体での二酸化炭素排

出量の低減は重要であり、これらの製造業

界全体で取り組んでいるものと認識して

おります。 

なお、ご指摘を踏まえ、計画本文に水素モ

デル街区の立地予定地を記載いたします。 

P.80 

若者の出会い創出について、オンラ

イン結婚支援センターの運営を外

部委託した場合、個人情報の流出等

の様々なトラブルが懸念される。 

個人情報流出防止については、業務受託者

募集の参加資格として情報セキュリティ

確保や個人情報保護法の遵守等を適切に

運用していることを示す規格認証を要件

とし、契約にあたっては、個人情報保護の

関係法令等の遵守を契約書に明記するな

どの対応を行っております。 

利用者同士のトラブル防止については、利

用登録時において、公的証明書の提出を求

めるとともに、相談員による本人確認な

ど、登録時の審査を厳格に実施することを

考えております。 
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該当ページ 意見の概要 市の考え方 

P.80 

移住促進について、年１回のイベン

ト出展では少ないのではないか。 

さっぽろ圏は「充実した都市機能」と「豊

かな自然環境」を合わせ持つことが移住

施策における強みであると考えられるこ

とから、札幌市東京事務所等と連携し、

さっぽろ圏の魅力を効果的に発信してい

きたいと考えております。 

いただいたご意見は、今後の取組の参考

とさせていただきます。 

P.84 

行き過ぎた LED 化により、LEDの信

号機に雪が付着して見えづらい。 

国は、脱炭素の促進として、照明の LED化

を進めております。 

なお、信号機は、道路交通法第４条第１

項の規定に基づき、都道府県公安委員会

が設置し管理することになっており、実

際には都道府県警察がその事務を行って

おります。 

P.84 

札幌市営地下鉄のゴムタイヤ式の

１線軌道の地下鉄を廃止し、通常の

２線軌道に切り替えることにより、

JR北海道との相互乗り入れを図り、

乗換のないスムーズな広域交通の

充実を図るべき。 

JRと地下鉄の相互乗り入れは現状では困

難でありますが、各公共交通機関の乗継

利便性を向上させることは重要だと考え

ており、第２期ビジョンでは、重点施策

⑤「暮らしの質を高め、住みやすい圏域

をつくる」の実現に向けて、「地域公共交

通の維持・向上に向けた取組」を進めて

まいります。 

 

 

＜Ⅶ 計画の推進体制＞ 

 意見なし 
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＜その他＞ 

該当ページ 意見の概要 市の考え方 

― 

本ビジョンに対する北海道の考え

を示して欲しい。 

広域自治体である北海道と、基礎的自治

体同士の政策的な合意により形成される

連携中枢都市圏とは、役割分担がなされ

ていることから、北海道の考え方は示し

ておりませんが、北海道と連携しながら

本ビジョンを推進してまいります。 

― 

本ビジョンを推進することで、道内

の人口が本圏域に集中するようで

あれば反対である。 

ビジョン 44ページ「Ⅲ 圏域の中長期的

な将来像」に記載のとおり、さっぽろ圏

の社会経済活動は道内各地域に支えられ

ている一方、さっぽろ圏は道内の約 50％

の人々が生活する大都市圏として各地域

を支える役割を担っており、さっぽろ圏

と北海道の発展は一体の関係にあると考

えております。 

― 
略語やカタカナ語について、用語解

説を付けるべき。 

本書に用語の解説を追加いたします。 
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【別紙】用語説明 

用語 説明 
該当 
ページ 

ＫＰＩ （Key Performance Indicator）重要業績評価指標。目標を達成する

ための取組の進捗状況を定量的に測定するための指標  

3 

インフラ インフラストラクチャーの略。公共施設のうち、都市活動を支える

道路、橋りょう、公園、上下水道などの施設。 

39 

ＳＷＯＴ分析 現状を認識するために、内部環境としての「強み（Strength）」「弱

み（Weakness）」、外部環境としての「機会（Opportunity）」「脅威

（Threat）」の分析を行うもの。本ビジョンでは、ＳＷＯＴ分析で明

らかになった強み、弱み、機会、脅威を組み合わせ、課題を明らか

にし、今後必要な取組を検討した。 

45 

ＤＸ 

 

（Digital Transformation）デジタル・トランスフォーメーショ

ン。「ＩＴの浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化

させる」という概念。 

45 

グリーンツーリズ

ム 

緑豊かな農村地域において、その自然、文化、人々との交流を楽し

む、滞在型の余暇活動。 

47 

ワーケーション Work（仕事）と Vacation（休暇）を組み合わせた造語。テレワーク

等を活用し、普段の職場や自宅とは異なる場所で仕事をしつつ、自

分の時間も過ごすこと。 

50 

ＩＴ （Information Technology）インフォメーション・テクノロジー。

情報や通信に関連する科学技術の総称。 

50 

脱炭素 地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を実質ゼロにするこ

と。 

51 

ＧＸ 

 

（Green Transformation）グリーン・トランスフォーメーション。

産業構造・社会構造を温室効果ガス排出につながる化石エネルギー

中心から、再生可能エネルギーなどのクリーンエネルギー中心へ変

革していくこと。 

51 

スタートアップ 社会や多くの人々が抱える課題を解決するため、革新的なアイデア

や技術を基に、新しい形態のサービスやビジネスを展開する企業の

うち、社会に影響を与えることが期待でき、短期間で急成長を志向

するもの。 

57 

サステナブル食品 環境への負荷削減、食品資源の有効活用、食の多様性への対応等、

環境、社会及び人間に対する負の影響を抑えられた食品としてい

る。 

59 

MICE 多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称で、

Meeting（会議）、Incentive travel/tour（報奨旅行）、Convention

（国際会議・学会）、Event/Exhibition（イベント/展示会）の頭文

字をとった造語。 

62 
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用語 説明 
該当 
ページ 

インセンティブツ

アー 

企業の行う報奨・研修旅行。 62 

エクスカーション 地域の自然や歴史、文化などをテーマにした体験型の視察会。 62 

水素サプライチェ

ーン 

水素の製造から輸送、供給、利活用までの一連の流れ  75 

スマートシティ ＩＣＴなどの新技術を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管

理・運営等）の高度化により、都市や地域の抱える諸課題の解決を

行い、新たな価値を創出し続ける持続可能な都市や地域であり、

Society5.0（サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空

間）を高度に融合させたシステムにより経済発展と社会的課題の解

決を両立する人間中心の社会（Society））の先行的な実現の場。 

77 
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